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一般会計 担当課

事務事業名

無

生活保護等扶助事業

会計区分 事業類型 法定受託系

担当部

担当係事業期間 平成１２年度以前 ～

福祉課

保護係

生活保護法・中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援等に関する法律の一部を改正する法律

1

対前年比

その他財源

340,575

正職員

一般財源

1,130,693

費用合計

31,980

直接経費

47,970

根拠法令・個別計画

従事者数

1,433,190

その他職員

人件費

従事者数

人件費

4

費

用

総合計画

分野別計画

予算区分

安心して、相談や情報の提供ができる体制を整備する

1

保健福祉

3

1,845,111

7.00

3

10,664

平成３０年度以降

地域福祉

4.00

1,900,290

118.3

453,456

1,606,241

109.1

Ｈ24決算額

7,5136,098

37,310

3.00

7,209

6.00

3.00

389,917

1,446,834

1,980,877
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国・県支出金

515,217

58,630

財

源

104.2

1,465,660

受益者負担

Ｈ25予算額

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

生活困窮者に対し、最低限度の生活を保障するために必要な保護を行うとともに、自立を

助長する。

内容

（手段）

Ｈ22決算額

1,911,5831,561,418

Ｈ23決算額

0

11.00

◆２４年度実施内容

１．生活保護・・・困窮の程度に応じて、生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶

助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助の給付を行った。

　また、生活保護受給者の就労による自立を促した。

２．中国残留邦人支援給付・・・７世帯に対して、支援給付を実施した。

３．住宅手当緊急特別措置・・・34世帯に対して、住宅手当を支給した。

※対象者　離職者で就労能力及び就労意欲のある者のうち、居住地を喪失した又は喪失す

るおそれのある者

◆２４年度直接経費の内訳

１．生活保護　　1,819,902千円（国３／４）

２．中国残留邦人支援給付　19,204千円（国３／４）

３．住宅手当緊急特別措置　6,005千円（国１０／１０）

※生活保護費のうち、住所不定の者については、国３／４、県１／４

◆２５年度直接経費の内訳

１．生活保護　　1,880,000千円

２．中国残留邦人支援給付　21,683千円

３．住宅支援給付　9,900千円

9.00

4.00

1,216,324

1,471,268
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事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）

２５年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）

60

62

40

維　持

家庭訪問による訪問率の改善を行い、その他世帯の現状把握及び援助指導を行い

自立支援への強化を図る。

40

判　定　理　由

28

事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己
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方方方方

向向向向

性性性性

２６年度以降

の改善案

生活保護受給者等就労自立促進事業により、求職中である支援対象者に対して、ハ

ロ－ワ－クとともに、チ－ム支援を図る。
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実実実実

施施施施
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果果果果

事業実施におけ

る課題

　求職者がいる「その他世帯」は、平成２０年末からの世界的な経済不況により景気

減速で生産や雇用も厳しい状況となって依然として雇用情勢の好転のきざしがみられ

ないため、就労に就けない者が増加し、平成２０年度末に６５世帯であったその他世

帯が、平成２３年度末には２２８世帯となり、平成２４年度末には２５２世帯となり、３.９

倍の伸びとなっている。

法定受託事務のため代替もなく、市民の最低文化生活を保障することができない。判定理由
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220
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維　持

保護廃止世帯

自立支援プログラム参

加者数

成果指標名

就労により自立した世

帯

活動指標名

保護開始世帯

法定受託事務のため代替もなく、市民の最低文化生活を保障することができない。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

世帯

世帯

44
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120

世帯

方向性の判定

事業の

達成状況

　年間平均８００世帯に対して、困窮の程度に応じて必要な保護を行い、健康で文化

的な最低限度の生活を保障し、その自立を助長した。

　平成25年3月末には８２４世帯１,２３１人となり、保護率は前年度末の7.19‰から8.04

‰となり、前年比0.85ポイント増となった。

　中国残留邦人については、年平均７世帯に対して、支援給付を実施した。
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一次評価のとおり。
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